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　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２

条第１項の規定により審査に付された令和２年度決算の健全化判断比率を

恵庭市監査基準に基づき審査したので、別紙のとおり意見を提出します。
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《健全化判断比率》

令和２年度決算の財政健全化審査意見書
（ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項による審査）

１．審査の対象

　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率並びにその算定

の基礎となる事項を記載した書類

２．審査の期間

　令和３年８月２日から令和３年８月３１日まで

３．審査の概要

　この財政健全化審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。

４．審査の結果

　審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されたものと認められる。

①
②
③
④
※ 「 －」 の表示は、実質収支が黒字であることを示している。

５．審査意見

　一般会計等の実質赤字比率は「 －4. 89％」 、連結実質赤字比率は「 －20. 95％」 の黒字

決算であり、実質公債費比率は前年度比0. 1ポイント減の4. 9％、将来負担比率は前年度

比8. 0ポイント減の12. 2％となっている。

　いずれも早期健全化基準を満たしており、各係数においては３ヵ年の平均ではあるが、

健全な財政運営の努力が認められる。
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令和２年度決算の経営健全化審査意見書

（ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項による審査）

１．審査の対象

　資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

２．審査の期間

　令和３年８月２日から令和３年８月３１日まで

３．審査の概要

　この経営健全化審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる

事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。

４．審査の結果

　審査に付された下記の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されたものと認められる。

（ １） 水道事業会計

（ ２） 下水道事業会計

※ 「 －」 の表示は、資金剰余額があることを示している。

５．審査意見

　水道事業会計並びに下水道事業会計、ともに資金の剰余額が生じており、水道事業会

計の資金不足比率は「 －50. 23％」 、下水道事業会計の資金不足比率は「 －106. 93％」 と

なっている。

　いずれも経営健全化基準を満たしており、また、両会計ともに計画的な企業債の返済

がなされ、健全経営を行っていると認められる。

区分 令和２年度決算 経営健全化基準

資金不足比率 －（％） 20.00（％）

経営健全化基準

資金不足比率

区分

－（％） 20.00（％）

令和２年度決算
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《用語説明》

○ 一般会計等

○ 一般会計等以外の特別会計の内公営企業に係る特別会計以外の会計
　国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計、駐車場事業特別会計を言う。

○ 公営企業に係る特別会計
　法適用事業　～水道事業会計

　法非適用事業～下水道事業会計

○ 実質赤字比率
　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。

　（一般会計等の実質赤字額÷標準財政規模）×100

○ 連結実質赤字比率
　全会計を対象とした実質赤字（ 又は資金不足額） の標準財政規模に対する比率。

○ 実質公債費比率
　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率。

○ 将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率。

○ 資金不足比率
　公営企業に係る特別会計の資金不足額の事業規模に対する比率。

※　 資金不足額

　法適用事業　～（ 流動負債－流動資産）

　法非適用事業～（ 繰上充用額＋支払繰延額・ 事業繰越額）

※　 事業の規模

　法適用事業　～（ 営業収益－受託工事収益の額）

　法非適用事業～（ 営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額）

（資金の不足額÷事業の規模）×100

　［｛（連結実質赤字額＝一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実
質赤字の合計額＋公営企業の特別会計のうち資金の不足額を生じた会計の資金の不足の合計額）
－（一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額＋公
営企業の特別会計のうち資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額）｝÷標準財政規模］
×100

　［｛（元利償還金＋準元利償還金＋公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源充てた
と認められる繰入金＋一部事務組合等の起こした地方債の償還の財源として当てられたと認められる
補助金又は負担金）－（繰上償還額及び借換債を財源として償還した額＋特定財源＋元利償還金・準
元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝÷（標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額）］×100

　一般会計及び一般会計等に属する特別会計を指し、一般会計等に属する特別会計とは、土地区画整
理事業特別会計、土地取得事業特別会計、産業廃棄物処理事業特別会計、墓園事業特別会計を言う。

　［｛将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入
見込額）｝÷（標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）］×100
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